
第８５号議案

　　　令和６年度本庄市下水道事業会計補正予算（第３号）

　（総則）

第１条　令和６年度本庄市下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

  （収益的収入及び支出）

第２条　令和６年度本庄市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条本文に「なお、公共下水道事業費用中営業

　費用のうち管渠費 １８，２７９ 千円の財源に充てるため、企業債 ５，５００ 千円を借り入れる。」を加え、収益的収

　入及び支出のうち収益的収入の予定額を次のとおり補正する。

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収　　　　　　　　　　 入

　第１款　公共下水道事業収益 ２，００７，５６０ 千円 １１，０８２ 千円 ２，０１８，６４２ 千円

　　第２項　営業外収益 １，０８４，２８４ 千円 １１，０８２ 千円 １，０９５，３６６ 千円

  収益的収入合計 ２，２２２，６２１ 千円 １１，０８２ 千円 ２，２３３，７０３ 千円

　（債務負担行為）

第３条　予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を次のとおり補正する。

追加

４，２８０ 千円

 中継ポンプ場維持管理業務委託
 （１０施設）

令和７年度 ４，５５０ 千円

期　　　間

令和６年度から令和７年度まで

事　　　項

 農業集落排水最適整備構想見直し
 業務委託

限　度　額
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　（企業債）

第４条　予算第６条に定めた起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法を次のとおり補正する。

令和７年度

 水洗便所改造資金融資預託金 令和７年度

２４３ 千円

 雨水管理総合計画（雨水管理方針）
 策定業務委託

令和７年度 ４１，８７０ 千円

令和７年度 ８７，１２０ 千円

７６３ 千円

限　度　額事　　　項 期　　　間

 ウォーターＰＰＰ導入事前検討
 業務委託

令和７年度 ２２，６００ 千円

１，６００ 千円

 下水道事業経営戦略見直し業務委託 令和７年度 ６，１８０ 千円

 住民情報帳票作成業務委託 令和７年度

 下水道賠償責任保険

 公共下水道汚水管渠築造工事
 （万年寺７－１工区）

令和７年度 １１３，８８８ 千円

 公共下水道汚水管渠築造工事
 （下野堂７－１工区）

 農業集落排水中継ポンプ場
 維持管理業務委託
 （仁手・下仁手・久々宇）

令和７年度 ３，５００ 千円

 農業集落排水処理施設維持管理
 業務委託（５施設）

令和７年度 ２５，９６０ 千円
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追加

　　　令和 ６年１１月２５日　提　出

　　 本庄市長　　吉　　田　　信　　解

 災害復旧事業 ５，５００ 千円
普通貸借
又　　は
証券発行

 ５．０％以内（ただ
 し、利率見直し方式
 で借り入れる資金に
 ついて、利率の見直
 しを行った後におい
 ては、当該見直し後
 の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には債権者と協定するも
のによる。ただし、企業財政
の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、若しくは繰
上償還又は低利に借り換えす
ることができる。

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利　　率 償還の方法
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令 和 ６ 年 度 

 
本庄市下水道事業会計補正予算に関する説明書 

 
                   （第３号） 

 
 
 



 



         款          項          目 既決予定額 補正予定額 計

 1
公共下水道事業収
益

2,007,560 11,082 2,018,642

 2 営業外収益 1,084,284 11,082 1,095,366

 4 国庫補助金 54,200 11,082 65,282

2,222,621 11,082 2,233,703収益的収入合計

令和６年度本庄市下水道事業会計補正予算（第３号）実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収      入 （単位：千円）

備    考
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本庄市

下水道事業 （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　　当年度純利益 45,506,000

　　減価償却費 1,055,702,000

　　固定資産除却費及び減損損失 3,957,000

　　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 141,422

　　賞与等引当金の増減額（△は減少） 396,000

　　長期前受金戻入額 △ 720,471,000

　　支払利息及び企業債取扱諸費 118,177,352

　　未収金の増減額（△は増加） △ 52,449,647

　　未払金の増減額（△は減少） △ 440,642,962

　　小計 10,033,321

　　利息の支払額 △ 118,177,352

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 108,144,031

令和６年度本庄市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令和6年4月1日 から 令和7年3月31日 まで ）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △ 1,905,305,388

　　無形固定資産の取得による支出 △ 117,406,000

　　国庫補助金等による収入 863,995,000

　　受益者負担金等による収入 85,812,000

　　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 88,213,000

　　基金の取崩による収入 4,211,000

　　特定収入に係る消費税相当調整額 △ 74,726,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,055,206,388

 

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,702,300,000

　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 441,741,389

　　その他の企業債による収入 5,500,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー 1,266,058,611

 

　資金増加額（又は減少額） 102,708,192

　資金期首残高 1,210,407,304

　資金期末残高 1,313,115,496
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追加 （単位：千円）

事　　　項 限度額

期　間 金　額 期　間 金　額 営業収益 国庫補助金 企業債 その他

農業集落排水最適整備構想見
直し業務委託

4,280 － －
令和６年度から
令和７年度まで 4,280 4,280

中継ポンプ場維持管理業務委
託（１０施設）

4,550 － － 令和７年度 4,550 4,550

ウォーターＰＰＰ導入事前検
討業務委託

22,600 － － 令和７年度 22,600 22,600

雨水管理総合計画（雨水管理
方針）策定業務委託

41,870 － － 令和７年度 41,870 20,970 20,900

下水道事業経営戦略見直し業
務委託

6,180 － － 令和７年度 6,180 6,180

下水道賠償責任保険 243 － － 令和７年度 243 243

農業集落排水中継ポンプ場維
持管理業務委託
（仁手・下仁手・久々宇）

3,500 － － 令和７年度 3,500 3,500

農業集落排水処理施設維持管
理業務委託（５施設）

25,960 － － 令和７年度 25,960 25,960

公共下水道汚水管渠築造工事
（下野堂７－１工区）

87,120 － － 令和７年度 87,120 38,940 48,100 80

債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額
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（単位：千円）

事　　　項 限度額

期　間 金　額 期　間 金　額 営業収益 国庫補助金 企業債 その他

公共下水道汚水管渠築造工事
（万年寺７－１工区）

113,888 － － 令和７年度 113,888 31,300 82,500 88

住民情報帳票作成業務委託 763 － － 令和７年度 763 763

水洗便所改造資金融資預託金 1,600 － － 令和７年度 1,600 1,600

前年度末までの支払 当該年度以降の支払
左の財源内訳

義務発生（見込）額 義務発生予定額
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（単位：円）

1 固定資産

 (1) 有形固定資産

     イ 土地 117,834,162

     ロ 建物 433,125,545

      　建物減価償却累計額 △ 67,124,506 366,001,039

     ハ 構築物 33,623,489,780

      　構築物減価償却累計額 △ 7,026,735,299 26,596,754,481

     ニ 機械及び装置 347,521,636

      　機械及び装置減価償却累計額 △ 116,386,103 231,135,533

     ホ 車両運搬具 1,424,085

      　車両運搬具減価償却累計額 △ 925,087 498,998

     ヘ 工具、器具及び備品 3,957,440

      　工具、器具及び備品減価償却累計額 △ 1,128,109 2,829,331

     ト 建設仮勘定 197,426,898

        有形固定資産合計 27,512,480,442

令和６年度本庄市下水道事業予定貸借対照表

資     産     の     部

（ 令和7年3月31日 )
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 (2) 無形固定資産

     イ 施設利用権 2,335,296,863

        無形固定資産合計 2,335,296,863

 (3) 投資その他資産

     イ 出捐金 1,339,000

     ロ 基金 34,715,561

        投資その他資産合計 36,054,561

        固定資産合計 29,883,831,866

2 流動資産

 (1) 現金預金 1,313,115,496

 (2) 未収金 170,699,578

     貸倒引当金 △ 3,419,583 167,279,995

        流動資産合計 1,480,395,491

        資産合計 31,364,227,357

3 固定負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 10,815,784,817

     ロ その他の企業債 5,500,000

負     債     の     部
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        企業債合計 10,821,284,817

        固定負債合計 10,821,284,817

4 流動負債

 (1) 企業債

     イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 437,196,651

        企業債合計 437,196,651

 (2) 未払金 569,908,000

 (3) 引当金

     イ 賞与等引当金 9,930,000

        引当金合計 9,930,000

 (4) その他流動負債

     イ 預り保証金 440,000

        その他流動負債合計 440,000

        流動負債合計 1,017,474,651

5 繰延収益

 (1) 長期前受金 24,608,239,568

     長期前受金収益化累計額 △ 6,593,987,015 18,014,252,553

        繰延収益合計 18,014,252,553

        負債合計 29,853,012,021
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6 資本金 725,229,386

7 剰余金

 (1) 資本剰余金

　　 イ 受贈財産評価額 1,428,509

     ロ 国庫補助金 44,692,044

     ハ 県補助金 11,796,284

     二 受益者負担金等 3,252,601

     ホ 工事負担金 2,810,215

     ヘ その他他会計補助金 13,125,149

        資本剰余金合計 77,104,802

 (2) 利益剰余金

     イ 減債積立金 405,931,822

     ロ 建設改良積立金 30,000,000

     ハ 当年度未処分利益剰余金 272,949,326

        利益剰余金合計 708,881,148

        剰余金合計 785,985,950

        資本合計 1,511,215,336

        負債資本合計 31,364,227,357

資     本     の     部
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令和６年度注記 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
（１）固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

建物              ５０年 
構築物          １０～５０年 
機械及び装置        ７～３５年 
車両運搬具            ４年 
工具、器具及び備品      ４～５年 

  ロ．無形固定資産（リース資産を除く。） 
・減価償却の方法 定額法による。 
・主な耐用年数 

施設利用権           ４５年 
その他無形固定資産        ５年 

 
（２）引当金の計上方法 

イ．退職給付引当金 
職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例（平成１８年組合条例第２１号）第３条に規定

されている一般負担金を除き、全て一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 
ロ．賞与等引当金 

-14-



職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
ハ．貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 
 

（３）消費税及び地方消費税の会計処理 
   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
 
２．予定貸借対照表等に関する注記 
（１）引当金の取り崩し 

イ．賞与等引当金 
令和６年６月において、職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出をするため、賞与等引

当金８，８７３，０００円を取り崩す。 
ロ．貸倒引当金 
  当年度において、債権の不納欠損に充当するため、貸倒引当金１，１４９，４２２円を取り崩す。 
 

（２）後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項 
貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般

会計が負担すると見込まれる額は７，３７８，１７９，０００円である。 
 

３．セグメント情報の開示 
（１）報告セグメントの概要 
   本庄市下水道事業は、公共下水道事業及び農業集落排水事業の２つを報告セグメントとしている。 
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   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は、以下のとおりである。 
事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水及び雨水の処理 
農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

 
（２）報告セグメントの営業収益等 
   当年度（令和６年４月１日から令和７年３月３１日）              （単位：千円） 

  公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 

営業収益 845,199 26,749 871,948 

営業費用 1,778,171 187,793 1,965,964 

営業損益 △ 932,972 △ 161,044 △ 1,094,016 

経常損益 41,101 6,542 47,643 

セグメント資産 28,710,708 2,653,519 31,364,227 

セグメント負債 27,375,588 2,477,424 29,853,012 

・企業債 10,433,099 825,382 11,258,481 

・繰延収益 16,398,409 1,615,844 18,014,253 

・その他 544,080 36,198 580,278 

その他の項目    

・他会計繰入金 498,440 149,271 647,711 

・減価償却費 974,557 81,145 1,055,702 

・有形固定資産及び無形 1,566,906 △ 61,110 1,505,796 

  固定資産の増減額      
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収      入 (単位：千円)

節 既決予定額 補正予定額 計 説   明

 1
公共下水道事業収
益

2,007,560 11,082 2,018,642

 2 営業外収益 1,084,284 11,082 1,095,366

 4 国庫補助金 54,200 11,082 65,282

国庫補助金 54,200 11,082 65,282

2,222,621 11,082 2,233,703

令和６年度本庄市下水道事業会計補正予算（第３号）予算説明書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収益的収入合計

款 項 目
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